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1Ⅰ．はじめに
認知症の有病率は５年ごとの年齢層で約２倍ずつ増
加し，前期高齢期で２～５％，後期高齢期では10％を
超え，85歳以上になると25％，４人に１人が認知症と
推測されている１）。よって，わが国の高齢化を考慮
すると，認知症高齢社会の到来は避けられず，多大な
介護人員と費用が必要となる。また，認知症は自分ら
しさを奪い，病状の進行に伴い自立して生活すること
が困難となり，本人にとってもつらいものである。し
たがって，高齢者自身の QOL，介護人員や費用を考
慮すると，認知症予防法の普及が早急に求められる。
2000年介護保険制度が施行され，2006年には制度改
正が行われ，介護予防に重点が置かれるようになった。
各自治体は介護予防事業に取り組むことになり，認知
症予防事業もその一環として事業の実施が可能になっ
た２）。しかし，介護予防事業が導入されても認知症
予防に取り組む自治体はまだまだ少ない。認知症予防
法普及の遅れは，予防の根拠や対象及びその方法が明
確でないこと，また，認知症予防の知識や技術をもっ
た人材が不十分で対象評価の方法が確立されていない
等の理由が挙げられている３）。認知症予防は，早い
段階から健康な中高齢者も軽度認知障害の高齢者も含
めた地域住民を対象としたポピュレーション・アプロ
ーチこそが重要であるといわれている４）。今後は，
対象となる住民の特性を充分に分析し，効果，効率的
な予防活動を行っていく必要がある。
矢富は，地域型認知症予防プログラムを開発し，ウ
ォーキング，料理，旅行等の予防法を実践し，記憶機
能および注意機能改善を報告している５）。成功の秘
訣は，高齢者の多くが好む日常的な活動に着目し，慣
れ親しむように事業を実施していくことである５）。
しかし，こういった先駆的な取り組みは全国的な普及
には至っていない。生活スタイルや好みはそれぞれの
地域による文化に影響される。よって，各地域住民の
属性や健康状態，住民自身ができる予防法との関連を
調査して介入する必要がある。
本研究の目的は，Ａ市に着目し，地域住民ができる
認知症予防法とその関連因子を明らかにすることであ
る。以上により，地域住民の特性に応じた効果，効率
的な認知症予防法の戦略を検討した。
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要旨：本研究の目的は地域住民ができる認知症予防法に関連する因子を明らかにし，地域住民
への認知症予防における看護職の役割と効率的な認知症予防法の戦略について検討することで
ある。対象はＡ市の住民で，市が発行する広報誌に掲載されていた認知症予防講習会の案内を
みて講習会に参加し，調査の協力を得た196人である。方法は自記式質問紙法で，主な調査項
目は住民の属性，自分ができる認知症予防法，脳の健康度チェック表である。結果，A市の住
民ができる認知症予防法は「新聞を読む」，「野菜をとる」が上位にあがった。脳の健康度チェ
ック表では，独居，通院者，65歳以上の者の危険に該当する項目数が有意に多かった。ロジス
ティック回帰分析の結果，非危険群において「旅行ができる」，「65歳未満」が有意な因子であ
った。これらの属性をふまえて，住民の介護予防戦略を考えていく必要がある。
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2Ⅱ．対象と方法
１．対象
Ａ市発行の広報誌（目的，時間，場所，内容，講師，
対象，申込方法記載）等の呼びかけで認知症予防講習
会に参加した群馬県Ａ市の住民で，Ｂ・Ｃ会場に集ま
った住民210人のうち，調査に協力の得られた196人で
ある。なお，この講習会は認知症の知識の普及と啓発
を目的とし，市町村の介護予防事業の一環で行われた。
Ａ市は，群馬県のほぼ中央部にあり，農業のほかに観
光・温泉などを主要産業としている。平成19年10月１
日において，人口86,348人，65歳以上の構成割合は
24.7％である６）。
２．調査方法・内容
調査は講習会後半に調査の時間を設定して行った。
研究者は研究に同意を得られた対象者に対して自記式
質問紙を配布し，自分に該当するものにチェックして
もらった。主な調査項目は，属性，自分ができる認知
症予防法，脳の健康度チェック表（集団検診用）であ
る。属性には，性別，年齢，家族構成，収入を得る仕
事の有無，趣味・生きがいの有無，通院の有無を尋ね
た。予防法には，山口７），８）や矢冨９）の文献を参考
に，認知症予防に効果的であるとされている日常の活
動を挙げた。その具体的な項目は，音読，計算，書く，
手芸・工芸，園芸，ゲーム，歌をうたう，楽器演奏，
ダンス・踊り，囲碁・麻雀・将棋，散歩，体操・スポ
ーツ，筋力トレーニング，おしゃれ・化粧，おしゃべ
り・会話，絵を描く，料理をする，旅行，禁煙，ポリ
フェノールの摂取，高脂肪食は控える，野菜・ビタミ
ンをよくとる，よく噛む，新聞を読む，笑う，パソコ
ン，昔話をする，その他の28項目で，複数回答可とし
た。そして，それぞれの項目について，通常，自分で
実施しており「できる」と思っているものにチェック
してもらった。脳の健康度チェック表10）は，置き忘
れがある，度忘れがある，漢字が書けないことがある，
物の名前が出てこない，知り合いの人の名前が思い出
せない等の20項目の質問および立方体図形模写から構
成されているものである。これは，認知症スクリーニ
ングを目的として，群馬県医師会担当理事及び事務職，
認知症専門医（精神科及び神経内科医）及び行政（県
こころの健康センター医師）を構成メンバーとした
「もの忘れ検診事業プロジェクト委員会」により作成
されたもので，Mental Status Questionnaire（MSQ），
Mini Mental State Examination（MMSE），知能指数
（IQ）検査との関連分析が行われている10）。MSQ 検
査の判定で２以上となる者が，脳の健康度チェック表
において該当する項目が20項目中５項目を境に増加す
ることから，５項目以上をカットオフポイントと設定
している10）。本研究では，脳の健康度チェック表の
質問項目において，該当した項目数が５項目以上を危
険群とした。また，立方体模写において正しくできて
いるかどうか，研究者複数が判断し，正しく模写でき
ている群（可能群）とそうでない群に分類した。
３．分析方法
属性と予防法，脳の健康度との関連にはχ2 検定を
行った。独立変数を属性と予防法の各項目，従属変数
を危険群の有無，立方体模写可能群の有無とし，ロジ
スティック回帰分析（ステップワイズ法）を行った。
分析には統計ソフト SPSSver15.0を使用した。
４．倫理的配慮
調査にあたっては事前にＡ市の調査の許可を得た。
脳の健康度チェック表は，開発機関の使用確認を得た
上で，使用方法に関するテキストに基づき使用した。
また，調査の対象者に対しては講習会後半に研究の
お願いを行い，調査の目的，方法，本調査の結果は研
究で使用すること，プライバシー保持について口頭に
て説明を行い，同意を得た。調査票は参加者の負担を
考慮し，回答しやすいように文字を大きくし，Ｂ４サ
イズ用紙一枚に収まるように設定した。また，個人名
や住所等が容易に特定できる個人情報に関する項目は
調査項目から省いた。なお，参加者には協力の有無は
自由意思であることを説明し，同意を得た者が研修会
終了後に各自が会場に設定した専用箱に入れてもらう
ようにした。調査票は研究以外には使用せず，鍵のか
かる場所に保管した。
Ⅲ．結果
１．住民の属性とできる認知症予防法
講習会参加者210人のうち協力が得られた対象者は196
人（94.3％）であった。対象者の平均年齢は64.2±0.7歳，
性別は男性24人（12.2％），女性163人（83.2％）であり，
独居者は24人（12.2％）であった。また，収入を得る仕
事をもつ者88人（44.9％），趣味・生きがいのある者170
人（86.7％），通院者113人（57.7％）であった（表１）。
各予防法で「できる」と回答した者は，新聞を読む
177人（90.3％），野菜・ビタミンをよくとる166人
（84.7％），おしゃべり・会話156人（79.6％），旅行154
人（78.6％），計算，書く，料理152人（77.6％），の順
で回答率が高かった（表２）。なお，予防法28項目の
クロンバックα係数は0.86であった。
3表１ 対象の属性
表２ 住民ができると回答した認知症予防法
4２．属性別にみた「できる認知症予防法」
属性と予防法との関連について，χ2 検定を行った
結果，男性は女性と比較し，囲碁・麻雀・将棋が「で
きる」と回答した者が有意に多く（ｐ＜0.01），同様
に禁煙，パソコンが「できる」（ｐ＜0.05）も多かっ
た。女性が男性よりもできると回答した予防法は，手
芸，化粧，おしゃべり，料理，高脂肪食は控える，野
菜・ビタミンをよくとる，よく噛む（ｐ＜0.01）であ
った。非独居者は独居者と比較し，手芸，書く，歌を
うたう（ｐ＜0.05）についてできる者が多かった。収
入のある仕事をもつ者は，ない者と比べ，禁煙及びパ
ソコンが「できる」と回答した者が有意に多かった
（ｐ＜0.05）。反面，仕事のない者は，料理が「できる」
と回答した者が多かった（ｐ＜0.05）。また，趣味・
生きがいのある者は，ない者と比較し，おしゃれ・化
粧，旅行，ポリフェノールの摂取について「できる」
と回答した者が多かった（ｐ＜0.05）。非通院者は通
院者と比較し，書く，パソコンについて「できる」の
回答者が多かった（ｐ＜0.05）。（表３）。
３．脳の健康度チェック表の質問項目の該当者
脳の健康度チェック表において，対象者の該当した
平均項目数は3.6±2.8個（中央値３個）であった。５
項目以上該当した危険群者は52人（26.5％），非危険
群者は132人（66.3％）であった。該当率の高い項目
は「漢字が書けないことがよくある」，「知り合いの人
の名前が思い出せない」，「物の名前が出てこない」の
順であった。立方体模写では，立方体が正しく模写で
きている者が128人（65.8%），３平面となっている者
が59人（30.1%），２平面以下となっている者が４人
（2.0％），記載がない者は５人（2.6%）であった。
４．チェック表における危険群と属性との関係
各質問項目において，「置忘れがある」，「朝食の内
容を思い出せない」など注意や短期記憶に関する項目
の該当者は，非該当者よりも65歳以上の者が有意に多
かった（ｐ＜0.05）。男性は，「朝食の内容が思い出せ
ない」，「しまい忘れがある」の短期記憶に関する項目
の該当者が多かった（ｐ＜0.05）。独居者は，「計算間
違いがある」，「よく知っている道で迷ったことがあ
る」，「しまい忘れがある」，「元気で動けない」と見当
識や短期記憶，意欲に関する項目の該当者が有意に多
かった（ｐ＜0.05）。収入を得る仕事がある者は，「度
忘れがある」の項目に該当者が多かった（ｐ＜0.05）。
趣味・生きがいのない者は，「度忘れがある」，「元気
で動けない」，「会合等に全く参加していない」の注意
や意欲に関する項目の該当者が有意に多かった（ｐ＜
0.05）。また，通院者では，「計算間違いがある」，「元
気で動けない」，「野菜の名前を言えない」，「いつも孤
独感や寂しい気分がする」など意欲や抑うつに関する
表３ 地域住民ができる各認知症予防法と属性との関係
5項目の該当者が多かった（ｐ＜0.05）（表５）。
脳の健康度チェック表の質問項目における危険群の
有無と属性とのχ2 検定を行った結果，危険群には
「独居者」，「通院者」（p<0.05），「65歳以上」（p<0.01）
が有意に多かった（表６）。
独立変数を属性と予防法の各項目，従属変数を危険
群の有無とし，ロジスティック回帰分析を行った（表
７）。その結果，「旅行ができる」（ｐ＜0.01），「65歳
未満」（ｐ＜0.05）が非危険群に有意な因子としてあ
がった。また，同様に従属変数を立方体模写の可否と
し，ロジスティック回帰分析を行った結果，パソコン
（ｐ＜0.01），手芸ができる（ｐ＜0.05）が可能群に有
意な因子であった（表８）。
Ⅳ．考察
１．認知症リスクの高い住民の特性
脳の健康度チェック表において，独居者や通院者，
65歳以上の者は危険群に該当する者が多かった。ソー
シャルネットワークが認知機能の変化に影響している
ことがいくつかの研究で報告されている11）。独居者
は，概して他者との交流が乏しいために，脳の健康度
が低下しやすいと考える。また，通院者や65歳以上の
者は，身体的な問題から，外出や他者との交流が制限
される結果となり，同様のことが考えられる。したが
って，これらのリスクをもつ者に対しては，ソーシャ
ルネットワークを幅広くもたせるための働きかけをす
ることが，認知症予防の重要な鍵となる。
２．できることを活かす，発掘する予防戦略
本研究では，認知症予防法で「できる」こととして，
男性は，囲碁・麻雀・将棋，禁煙，パソコン，女性は，
手芸，化粧，おしゃべり，料理，食事関係があがって
いる。性別によりできることが異なることから，男女
別で予防策を配慮し実施する必要がある。また，収入
表４ 脳の健康度チェック表の各項目における該当者数
6を得る仕事のない者は，料理が「できる」と回答した
が，これは対象者のうち女性が163人と全体の83.2％
を占めること，料理は毎日繰り返し行う家事であり，
その時間をもっているための結果といえる。また，非
通院者では，パソコンが「できる」があがっていたが，
通院者と比較して，計算，意欲，長期記憶において，
有意に高く，パソコンのような知的活動にも取り組み
やすいことが影響していると考える。認知症予防法は，
日々の生活の中で楽しく継続してできることが重要で
ある。以上，属性によりできる策が違うことから，こ
れらに考慮した予防策を展開することが効果的である。
一方，予防法として独居者や趣味・生きがいのない
表５ 脳の健康度チェック表における該当者と属性との関係
表６ 危険群と属性との関係
表７ 非危険群に有効な因子（ロジスティック回帰分析）
表８ 立方体模写可能群に有効な因子（ロジスティック回帰分析）
7者，通院者は「できる」項目が少なかった。これらの
者に対しては，できることを見つけ，実施の機会を提
供することが求められる。それには，まず外に出るき
っかけを作ることが必要である。気軽に生活情報を入
手するために多くの高齢者が利用している方法に，テ
レビや広報誌，町内会の回覧板がある12）。独居者等
には，これらの手段を用いて講演会や予防法活動の周
知を図るとともに，近所住民による声掛けや個別訪問
を行う等の働きかけを行い，意図的に関わっていく必
要があろう。そして，専門家やサポーターらによる講
演会で，住民に予防の重要性を伝え，実践への動機づ
けを行うことが求められる。
また，独居者や通院者は，できる活動が少ないだけ
でなく，脳の健康度も危険群に属していた。独居者の
ように他者との交流が少ない者の中には，集団で行う
活動を好まない者もいると考えられるため，そのよう
な者には，一人でもできるような予防法を勧めるとと
もに，例えば絵を描く，展覧会への出品といったよう
な具体的かつ達成可能な目標を設定し，フォロー体制
を築く必要がある。通院者に対しては，病院に来た時
に広報を行う等の働きかけも効果的である。
３．認知症予防に効率的な戦略
従属変数を非危険群とした回帰分析の結果より，
「65歳未満」で「旅行ができる」ことが脳の健康を保
つ有効な因子であった。数々の予防法のなかで効率性
を考慮して絞り込むとすれば，Ａ市では住民に旅行を
勧めることが認知症予防に効果をもたらす。計画力は
認知症発症初期に低下するといわれている13）。旅行
は，行き先や行き方などを計画する力，目標設定など
行動を管理する力が必要である。予防法としての旅行
プログラムは，計画力を鍛える効果が期待でき，計画
を集団で話し合いながら進めていくことでエピソード
記憶と注意力分割機能を刺激することができる13）。
したがって，Ａ市では脳を健康に保つために，若いう
ちから旅行計画を立てたり，実際に旅行したり，思い
出を振り返ったりすることを住民との交流のなかで実
施していくことが効率的な戦略といえる。
また，従属変数を立方体模写可能群とした分析結果
より，旅行以外にパソコンや手芸を勧めていくことも
Ａ市の効率的な予防策といえる。ある調査では，認知
症予防の優れた活動に「パソコン」があがっており，
認知機能を鍛える要素をもつ活動として報告されてい
る２）。また，「手芸」は，ものを作る過程において計
画力が必要であり，手先の細かな作業が要求されるた
め IADL の維持にも効果があると考えられる。本研究
においても，自分ができるものとして男性では「パソ
コン」，女性では「手芸」があがっており，これらは
高齢者の多くが好み，日常的に，一人で行える活動で
ある。さらに，支援する側から見ても，専門家でなく
ても，地域の人材を活用することができる。
予防法は様々なものがあり，それらをすべて実施す
るには多くの費用や人材を必要とする。しかし，その
ようなことは現実的ではなく対応不可能であり，住民
の特性を把握し，それにあった予防法を絞り込み予算
を獲得し実施することが効率性を高める戦略といえる。
さらに，Ａ市は自然豊かで，古くから交通の要衝と
して栄え，観光・温泉などを主要産業としてきた土地
柄であるため，野菜の摂取や旅行を身近なものとして
捉え，できる者が多かったといえる。また，独居者は
少なく，住民同士の交流も維持されていることから，
他者との会話も「できる」としてあがっていた。その
ため，Ａ市においては，保健師はこのような地域性を
も考慮し，予防活動を進めていくことが求められる。
４．看護職の予防における役割
認知症高齢者が増加している現在，看護職は認知症
予防に積極的に関わっていくことが求められている。
保健師は地域住民の特性をアセスメントし，地域住民
をサポーターに活用して主体的に活動できる予防策を
立案していく必要がある。加藤らは，住民の活動を地
域に発展させるには，保健師は活動の場の提供や予算
提供等の実質的な支援，支援してくれそうな機関や組
織等の情報提供が必要であると述べている14）。保健
師はこれらの支援を迅速に行うため，常に住民の健康
状態の把握や他職種との連携を密にしていくことが求
められる。また，予防のような明確なニーズを推測す
るには，医学的知識を基盤とした住民の状態像に熟知
する技術が求められる15）。保健師と共に看護師も，
患者として対象を捉えるだけにとどまらず，脳だけで
なく，心身の健康度や日常生活動作（ADL），手段的
日常生活動作（IADL）も含めて全般的な健康把握を
していく必要がある。そして，これらの情報を予防策
や早期受診行動につなげるための働きかけを住民だけ
なく，社会的にも積極的に行うべきである。
３．本研究の限界と今後の課題
本研究では特定の地区の対象者であったため，今後，
地域特性を考慮し，対象者を増加しての研究が求めら
れる。また，調査表は自己評価法であったため，専門
家の評価も加え，妥当性を高めていくことも課題であ
る。さらに，本研究で得た戦略実施のために介入研究
8の実証も必要である。
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Contributing factors to prevent dementia in community 
－Participants’self-report on prevention class of functional decline－
Yoko UCHIDA1),  Mariko UCHIDA2),  Sakiko MACHIDA2)
Abstract：This study aimed identifying contributing factors to prevent dementia in
community, and examining the nurse’s role and efficient strategies in dementia prevention.
The subjects were 196 residents in “A” city who attended a public education program on
dementia prevention through the city government’s newsletter, and agreed to participate in
the study. We studied the community people’ backgrounds, what they could do for dementia
prevention, and brain healthy lifestyle using self-reported questionnaire. As a result, “reading
newspaper,” and “eating vegetables” ranked high that the community people could do to
prevent dementia. According to the brain healthy lifestyle checklist, people who were living
alone, outpatient, or person aged 65 and over were significantly more at risk. The logistic
regression analysis found that “travel” and “person under the age of 65” were significant non-
risk factors. It is necessary to develop strategies for the community people to stay healthy in
consideration of these backgrounds.
Key words：dementia, prevention, resident, brain health, background
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